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議論の背景・経緯
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 2015年4月の設立以降、電力広域的運営推進機関（以下、本機関）は、その役割を着実に遂行
するため、その業務内容を拡大しながら、様々な課題に取り組んできた。

 本機関の役割と機能が今後も大きく強化されていくことを踏まえ、これまでの活動について、中立性や公
平性の観点を含めて第三者による検証作業を行うため、2020年７月に、国の審議会として、「電力広
域的運営推進機関検証ワーキンググループ（以下、検証WG）」が開催され、その後も定期的に議論
が行われてきた。

 また、同年11月の検証WGの取りまとめで、本機関におけるアクションプランを策定することされ、本機関
は、本アクションプランに沿って、その取り組みを着実に進めてきた。

 本資料では、本年10月に開催された検証WGにおける議論及びアクションプランの進捗状況について報
告する。
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１．組織体制のアクションプランの進捗について
２．需給ひっ迫対応を踏まえた体制強化の方向性について
３．スイッチング支援システム故障への対応及び情報システム室

の設置について

目次



（参考）組織体制のアクションプラン概要
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第299回 電力広域的運営推進機関 理事会
（2021年6月2日）第１号議案に一部追記

(1) (2) (3)



１．組織体制のアクションプランの進捗
(1) 組織運営・ガバナンスの在り方①（監査機能の強化）

 適切な内部統制の確立
• 不正や誤謬の防止の観点から、適切な部門横断での確認・牽制体制が構築できているか
• 新業務に携わる役職員の機密情報の管理は適切か、維持するための工夫は充分か

 監査体制
• 広域機関として順守すべき適切な財務・会計のフレームワーク等は整備されているか
• 以上諸点に関する外部の監査法人等による確認はどのようになされるべきか

 資金管理の透明性
• 巨額の資金、機密情報等を管理することから、必要な箇所についてシステム化が図られている
か

• 組織上、適切な管理者が資金管理を行っているか

 会計処理の適正性
• 業務毎の区分管理が徹底されているか
• 業務処理項目毎に、詳細な業務処理フローを整備し、適正な業務処理を図られているか
• 新業務に則した規定類の整備等、業務遂行上想定される課題への対応はできているか

＜第7回運営委員会（2022年2月）で示した強化項目＞
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 2022年4月より、FIT制度に関する交付金の交付やFIP制度に関するプレミアムの交付等の再生可能
エネルギー関連業務等が本機関の新たな業務として追加された。

 今後もさらに業務が拡大することを見据えて、資金管理の透明性やガバナンスの強化を図るため、会計
監査法人の支援を受けながら業務の会計プロセス等の洗い出しや整備を開始している。

 継続的に監査可能な体制を目指すため、先般の運営委員会で示した強化項目の整備を進めていく。

第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４抜粋
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 本機関は役割上、数十年先を見据えて課題に取り組むことが求められ、案件によっては、
現場の担当者も共通認識をもって取り組む必要のある課題も存在する。そのため、業務担
当毎に、複数年度分の事業方針を作成し、組織全体で共有し取り組んでいく。

＜現行組織図＞

＜中期事業方針構成＞
１．経営理念・方針
２．喫緊の課題

① 供給力（、調整力）確保の在り方
② カーボンニュートラルの方針を踏まえたネットワークの在り方
③ 電源構成の変化に伴う新たな基準の検討（グリッドコード、慣性力）

３．個別施策の進捗（各種市場、需給調整市場、FIT・FIP、広域系統整備計画…）
４．２．３．を実施するために必要な運用・基幹システムの設計
５．２．～４．を支える組織基盤の在り方（人事・経理・広報‥）

政策調整室

•調整力（・慣性力）・供給力
確保の在り方検討

•各種電源市場の制度設計
•容量市場の運用
•設備側に求めるルールの検討

紛争解決対応室

•電力ネットワークのあるべき姿の
検討・策定

•経済分析・費用対効果分析
•早期系統連系を実現する系統
利用ルールの整備

•需給ひっ迫対応
•連系線管理、作業、停止計画
調整

•広域システムの開発・保守《広
域運用センタ-》需給および系統
の状況の監視・管理

運用部企画部 計画部

広域運用
センター

再エネ・国際部

• FIT賦課金交付・管理業務
• FIP交付・管理業務
•太陽光パネル廃棄積立制度運
用

•資金管理

監査室

•バックオフィス業務全般

総務部

会計室

事務局長＝政策調整室長

•基本的な政策の企画・立案

情報システム室

＜初年度の反省＞
企画部・計画部等制度設計部署の想定
と、運用方のスケジュールがあっておらず、シ
ステム設計やルール運用上、実現不可能
な案件が複数あった。
ただ、複数年度計画を作成して初めて気
づけた点でもあり、今年度以降の作成プロ
セスで解消していきたい。

１．組織体制のアクションプランの進捗
(1) 組織運営・ガバナンスの在り方②（事業計画の複数年度化）

第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４抜粋
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（参考）中期事業方針案の紹介 その１ 第5回 広域機関検証WG
（2022年10月4日）資料４抜粋
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（参考）中期事業方針案の紹介 その２ 第5回 広域機関検証WG
（2022年10月4日）資料４抜粋
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 政策調整室が、先々を見据えて組織が抱える課題を整理し、方向性を作り上げ、各部の
業務実施状況を確認（＝事業計画・事業報告を徹底していく）。

 企画部から容量市場運用業務を移管し、制度を俯瞰してみる部署として整理。
 供給力確保・管理が喫緊の課題であることを踏まえ、現状それぞれ異なる部署が所管する

容量市場の運用と供給計画について、１つの部署に統合（部を新設）。
 中立性・公平性を確保する観点から、個社情報などを扱う部署にはプロパーを中心に配置
する、競争に参加しない出向元に限定するなど必要な配慮を行う。

政策調整室

•制度議論の対応全般
•新たな実務につながる
制度議論開始時には
他部をリードして実施。

•担当部署に気づき、方
向感を与えていく。

紛争解決対応室

•既存実務の遂行
•制度変更が生じるとき、実務的に機能するように環境・ルールを整える

運用部企画部 需給計画部

広域運用
センター

再エネ・国際部

•国際機関との関係性構築・情報発
信、制度等の調査

監査室

•バックオフィス業務全般

総務部

会計室

情報システム室

容量市場
運用センター

中長期
（設備計画、系統計画、
電源入札、・・・）

短期
（実運用：エリア間融通、

モニタリング）

•再エネ特措法に規定される広域機
関が実施する業務の遂行
（FIT/FIP/パネル廃棄積立）

応札情報等取扱
につき考慮が必要

系統計画部

脱炭素オークション 直流送電 ルール変更に伴う
運用実施中給システムリプレース

供給力確保問題

＜組織図変更案＞

•基本的な政策の企画・立案

応札情報等取扱
につき考慮が必要

１．組織体制のアクションプランの進捗
(1) 組織運営・ガバナンスの在り方②（組織体制の変更） 第5回 広域機関検証WG

（2022年10月4日）資料４抜粋
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 検証WGでのご指摘も踏まえ、組織の中立性・公平性の確保の観点から、2025年度大
手電力出向者比率50％未満を目標として取り組んでいるところ。

 現在、本機関のプロパー職員数は全体の２割程度（30人強）。プロパー職員は、管理
職昇格を控えた中間層に該当する年齢の者が少ない。

 機関全体での管理職の割合は３割弱。出向者の管理職は大半が40代～50代前半で
あり、プロパーと出向者の管理職の年代のギャップも生じている。

第5回 広域機関検証WG
（2022年10月4日）資料４より一部改

１．組織体制のアクションプランの進捗
(2)人材確保・人材教育（課題）
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 多岐にわたる業務が追加されたこと、昨今の電力分野の課題が複合的であることから、発
足当時より確保すべき人材は多様化している。また、出向者・プロパー職員問わず、本機
関で働くことに意義を持ち、主体性があり、優秀かつ多様な人材を集めることが重要。

 このため、検証WGでの議論を経た後に、10月５日の理事会にて「職員等の確保等に関
する中長期方針」（以下、人材確保の方針）を改訂。

第5回 広域機関検証WG
（2022年10月4日）資料４より一部改

１．組織体制のアクションプランの進捗
(2)人材確保・人材教育（人材確保の方針）

電力広域的運営推進機関 理事会
（2022年10月5日）資料1別紙
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 改定前の人材確保の方針は、国が求める女性参画の記載や特殊な技能を有する職員確
保の必要性について主に記載をし、定性的な目標が多かった。2015年の発足から年数が
経過し、組織的な課題が見えてきたことから、出向者比率など定量的な目標を記載する。

電力広域的運営推進機関 朝練（2022年9月30日）会議資料

第5回 広域機関検証WG
（2022年10月4日）資料４より一部改

１．組織体制のアクションプランの進捗
(2)人材確保・人材教育（人材確保の方針（続き））
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＜研修の充実＞
・全職員向け研修の提供：法務研修、報道対応研修
・プロパー職員向け研修：管理職研修、海外研修、資格取得補助制度（電気技術者資格・TOEIC）
・役員研修の実施

＜給与（研修含む）体系の複層化＞
・プロジェクト推進を担う「マネジメントコース」と、専門性を高める「プロフェッショナルコース」を設定
・一部ポストのジョブ型雇用を実施、採用単価が高いポストについて、任用期間と役割を限定し、市場比較を
実施した上、適切な単価を設定し募集する

現行制度：一本道

制度見直し後：複数の職種・成長先が選べる

管理職

担当

管理職候補 管理職 指定職

担当 管理職候補 指定職

or

昇級の際に必要な
研修を規定

給与体系の複層化イメージ

第5回 広域機関検証WG
（2022年10月4日）資料４抜粋

１．組織体制のアクションプランの進捗
(2)人材確保・人材教育（人材確保の主たる項目）
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第5回 広域機関検証WG
（2022年10月4日）資料４抜粋

１．組織体制のアクションプランの進捗
(2)人材確保・人材教育（人材確保の主たる項目（続き））

＜知識を提供する場の確保＞
・月２回程度開催、全職員参加可能。毎回100名前後が参加し、役職や出向元などにかかわらず自由に議論。
主な議題は、「需給ひっ迫対応の振り返り」、「中給システムリプレース」、「人材確保の方針について」等。

＜プロパー職員の人事への係わり方＞
・機関内で策定される要員計画を元に、人事担当とプロパー管理職を主とした採用チームが中心となり採用を実施。
・発足間もなく人数も多くないプロパー職員の成長を支えるため、先輩プロパー職員がメンターを担当。

＜マネジメントの強化＞
・幹部役職員に対して360度評価を実施。上席が実施する業績評価時の参考とする。
＜役員＞
・任期は最長５期10年ではあるが、３期６年を超えて再任する場合は、余人をもって代えがたい場合にのみ限
定。その評価については、評議員会で必要な議論を行った上で、総会で決議することとする。
・過去役員を経験した出向者の再任用の禁止。

採用チームイメージ
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第5回 広域機関検証WG
（2022年10月4日）資料４より一部更新

 再生可能エネルギー・国際部の設置を受け、技術懇談（例：デンマーク）や海外機関による視
察への対応など、国際関連業務も積極的に取り組み始めている。

 直近、広報関連の問合せ件数は減少傾向。これは電力需給ひっ迫を契機に、積極的な広報を実
施するようになったためと考えている。
 話題となりそうな事象について事前にプレスブリーフィングを実施
 電力需給のひっ迫情報について今夏よりTwitterにて発信

CIGREパリ大会への参加（2022年8月）

Twitterによる発信

2022/6時点
650フォロワー

2022/11時点
1990フォロワー

海外組織との情報交換

１．組織体制のアクションプランの進捗
(3)情報収集・発信機能の強化
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 本機関の会員数は年々増加し、現在、約1,770者となってる。他方、出向者を出していただいてい
る企業等は44者にとどまっているところ。

 限られた人数で継続的に業務を実施するためには、チーム内の出向者の異動時期が同時期となら
ないよう調整する必要があり、結果として、各ポストの出向元企業が固定化。

 ポストにより求められる経験や能力、職責は異なるが、プロパー職員の経験や能力向上、中立性・
透明性確保の観点からも、ポストによっては流動化させることも重要。

 また、本機関の運営に特に協力的な企業（例えば、候補となる人材が各社限定的な難しいポスト
に継続的に出向いただいている企業や、本機関への出向経験をキャリアとして重要視し、帰任後も
重要ポストで活躍する人材に継続的に出向いただいている企業など）については、出向いただいた
職員に、引き続き重要ポストでの経験を積んでいただくなど、出向者派遣のメリットの維持・向上が、
組織全体のパフォーマンス向上に効果的と考える。
※ なお、本視点については、委員会の委員選出においても考慮することを検討する必要がある。

 適材適所の人材確保については、今後の業務追加・変更、それを踏まえた組織の在り方ともあわせ
て、引き続き検討。
※ 現在役員について、送配・小売・発電各グループから選出する場合は各グループより１名ずつ着任する仕組みとし
ているが、中立性が確保されることを前提とした上で、よりよい人材を確保する観点から、継続的に検討する必要があ
る。

１．組織体制のアクションプランの進捗
(4)今後の課題 第5回 広域機関検証WG

（2022年10月4日）資料４抜粋に一部追記
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１．組織体制のアクションプランの進捗について
２．需給ひっ迫対応を踏まえた体制強化の方向性について
３．スイッチング支援システム故障への対応及び情報システム室

の設置について

目次
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 本年6月27日から30日にかけて、東京エリアで「電力需給ひっ迫注意報」が発令。これは
本年３月の需給ひっ迫を踏まえ新たに創設した仕組み。

 例年、東京の6月最終週の最高気温は概ね30℃を下回る程度であるが、今年は連日
35℃を超える猛暑日となり、電力需要も1,000万kW程度需要が高い。
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気象庁データより作成 広域機関系統情報サービスより作成

第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４抜粋

（参考）６月の電力需給ひっ迫について 需給ひっ迫の要因（需要）
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 高需要期となる7月に供給力を確保するため補修調整等と実施。このため６月末は供給
力が不足。

 電源Ⅰ‘（10年に１度の猛暑を想定し確保した調整力）や、追加供給力として調達し
たkW公募電源についても7月から稼働を想定して対応していた。

出典:第52回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分
科会 電力・ガス基本政策小委員会 資料４－１

第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４抜粋

（参考）６月の電力需給ひっ迫について 需給ひっ迫の要因（供給力）
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 電力需給ひっ迫に対応し、応援エリアの需給を確認し、融通指示を実施。また翌日の揚
水発電に必要な水のポンプアップについても夜間等に融通指示を行い、日中の供給力を
確保。

No. 受電エリア 送電エリア 融通の目的
対象時間帯
エリア予備率
最小値

対象時間帯
広域予備率
最小値

融通内容 運用容量拡
大受給月

日
指示時
刻 融通時間 最大電力

(MW)
電力量
(MWh)

ﾏｰｼﾞﾝ使
用

1 東京 北海道、中部、
関西、北陸 kW不足対応 1.24 1.38 6月27日 9:58 10:30～20:00 912 6,192.9 有(FC)

2 東京 東北 kW不足対応 0.8 0.93 6月27日 13:30 15:00～20:00 742 2,854.5 無 有(相馬双葉)

3 東京 東北 kW不足対応 3.28 4.48 6月27日 14:19 15:30～18:00 238 264.3 無 有(相馬双葉)

4 東京 東北、中部、北陸、
中国、四国、九州

揚水上池温存
＆ポンプアップ 13.93 14.11 6月27日 19:27 20:00～24:00 1,346 3,347.8 有(FC)

5 東京 北海道、東北、中
部 kW不足対応 3.47 4.94 6月28日 14:30 15:00～18:00 966 2,275.1 無

6 東京 東北 揚水上池温存
＆ポンプアップ 6.22 8.47 6月28日 17:31 18:00～22:00 1,097 3,063.2 無

7 東京 東北、中部 揚水ポンプアップ 29.95 25.82 6月29日 0:25 2:00 ～ 6:00 600 2,400.0 有(FC)

8 東京 東北、中部 揚水ポンプアップ 23.30 37.03 6月29日 4:33 6:00 ～ 8:00 600 1,200 有(FC)

9 東京 東北、中部、北陸 kW不足対応 0.08 0.08 6月29日 6:39 8:00 ～10:00 600 1,200 有(FC)

10 東京 東北 kW不足対応 -1.71 -1.71 6月29日 7:30 8:00 ～12:00 550 2,160 無 有(相馬双葉)

11 東京 中部ほか kW不足対応 -0.56 0.53 6月29日 8:32 10:00～18:00 600 4,800 有(FC) 有(相馬双葉)

12 東京 東北 kW不足対応 3.93 4.70 6月29日 11:04 12:00～14:00 559 959 無 有(相馬双葉)

13 東京 北海道、東北 kW不足対応 3.97 4.74 6月29日 13:23 14:00～18:00 739 1,667 有(FC) 有(相馬双葉)

14 東京 東北、中部、北陸、
中国、四国

揚水上池温存
＆ポンプアップ 6.50 6.94 6月29日 17:17 18:00～24:00 877 4,183 有(FC)

15 東京 中部、北陸、関西 kW不足対応 2.54 2.54 6月30日 6:01 7:00 ～10:00 600 1,239 有(FC)

16 東京 中部、北陸
関西、中国 kW不足対応 0.84 0.84 6月30日 7:56 10:00～18:00 600 4,800 有(FC)

17 東京 北海道、東北 kW不足対応 1.53 1.53 6月30日 9:06 10:00～18:00 165 906 有(FC) 有(相馬双葉)

18 東京 東北、中部、北陸、
関西、中国、四国

揚水上池温存
＆ポンプアップ 9.27 9.30 6月30日 17:15 18:00～24:00 652 6,641 有(FC)

19 東京 東北、中部、北陸、
関西、中国、四国 kW不足対応 2.35 2.35 7月1日 8:07 9:00 ～14:00 600 3,000 有(FC)

20 東京 東北、北陸、
関西、中国 kW不足対応 8.04 8.31 7月1日 16:04 16:30～17:00 600 300 有(FC)

第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４抜粋

２．需給ひっ迫対応と体制強化の方向性
(1) 需給ひっ迫融通指示（6/27(月)～7/1(金)）



（参考）3月の電力需給ひっ迫を踏まえた課題①
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 4月12日の電力・ガス基本政策小委員会において、本機関から「前々日段階の需給情
報」等を公表する仕組みの検討や、消費者にも分かりやすい需給状況を発信する方策を
課題として提起。

第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４抜粋



（参考）3月の電力需給ひっ迫を踏まえた課題②

22

 加えて、東北東京間連系線の運用容量超過についても、対応について検討課題とした。
第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４抜粋
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 広域予備率（kW）は週間・前日・当日の３段階で公表。
 これに加え、需給ひっ迫が予見される場合には、前日16時目途／前々日18時目途に、
予備率を算出し、警報・注意報／準備情報として公表する仕組みを、今回の需給ひっ迫
で運用を開始。

第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４抜粋

種類 週間 前々日
（準備情報用）

前日
（警報・注意報用） 前日 当日

公表タイミング 毎週木曜日夕方
前々日18時目途
（※準備情報発出

時のみ）

前日16時目途
（※警報・注意報発

出時のみ）
毎日18時ごろ 当日30分ごとに自

動更新

公表内容
翌週・翌々週の
日別の最大需要・
最小予備率時の2
点の広域予備率

翌々日の最小予備
率時の広域予備率
で、準備情報の発

出を判断

翌日最小予備率時の
広域予備率で警報・
注意報の発出を判断

翌日30分ごとの
48点の広域予

備率
当日30分ごとの48
点の広域予備率

週間 実需給

定期的に
システム公表

定期的に
システム公表

需給ひっ迫が
予見される場合に算定

２．需給ひっ迫対応と体制強化の方向性
(2) 電力需給バランスに関する発信情報（警報に至る可能性の公表等）
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 東北東京間連系線は系統安定度により運用容量を決定。運用容量を超過して使用し
た場合、系統事故の発生により、大規模停電に至る可能性もあるため、事前にリスク評
価をした上で慎重な意思決定が必要。

 仮に、安定度限度を超えて連系線潮流が増大した場合、系統事故発生時に電源の連
鎖脱落により、大規模停電のリスクがある。このため、系統事故時の電制により安定度は
維持できるレベルの運用容量拡大を3日間実施。

第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４抜粋

465

※運用容量等は系統状況等により変化

拡大期間 拡大量
6月27日 15:00～18:00

55万kW
①の活用6月29日 8:00～18:00

6月30日 9:00～18:00

3/16の地震により運用容量が低下

熱容量
万kW

運用容量344

399 ①電制量確保により
安定度維持
系統事故時に小規模
の負荷遮断のリスク

②系統事故時に電源
の連鎖脱落により大規
模停電のリスク

55

121

0

運用容量を拡大した期間と拡大量

２．需給ひっ迫対応と体制強化の方向性
(3) 運用容量の拡大
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 高需要期に入る直前の6月24日に、プレス向け説明会を開催。
 広域予備率を用いた需給ひっ迫注意報・警報の仕組や、kW・kWhモニタリングなど、電
力需給ひっ迫に対応した本機関の取組等について紹介。

第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４抜粋

２．需給ひっ迫対応と体制強化
(4) 需給ひっ迫発生前のプレス向け説明会の開催
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 情報発信では、広域予備率の発表、追加対策の内容、融通指示の実施などTwitter
で発信。フォロワー数は1666(7月10日時点)とまだ少ないが報道関係者などのフォローも
あり、間接的に国民への発信の迅速化につながった。

 資源エネルギー庁が実施するプレスブリーフィングに広域機関は豊洲からWeb参加。
広域予備率の解説、実施する対策の説明や効果などを説明し、記者からの質問に答え
ることで専門用語の解説など情報発信の内容も改善。

第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４より一部改

広域予備率の見通しとその変化、追加
対策の実施状況、専門用語等の解説

広域機関はWebから参加

Twitterによる発信 毎日のプレスブリーフィングでの対応

２．需給ひっ迫対応と体制強化
(5) 需給ひっ迫発生後の情報発信

（注）2022年11月時点でのフォロワー数は1990
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１．組織体制のアクションプランの進捗について
２．需給ひっ迫対応を踏まえた体制強化の方向性について
３．スイッチング支援システム故障への対応及び情報システム室

の設置について

目次



 「スイッチング支援システム」は需要家が小売電気事業者を変更する「スイッチング」の事務
処理負担の軽減、小売電気事業者と一般送配電事業者間でのスムーズなスイッチング手
続きを支援するためのシステムである。

 去る2022年8月11日(木)～8月13日(土)の間ハードウェア障害により、サービス停止す
るトラブルが発生した。

（参考）SW支援システム障害(2022年8月)の概要

28

第5回 広域機関検証WG
（2022年10月4日）資料４抜粋



 再発防止のための対策は順調に進捗中。トラブル対策のマニュアルと体制整備、ハードウェ
ア（ＨＷ）部材の事前確保(予防措置)を完了。

29

①ⅰ 再発防止対策済

①ⅱ 再発防止対策済

①ⅲ 再発防止対策済

③ⅰ 再発防止対策済

④ⅰHW保守限界対応
と併せ検討継続中

②ⅰ 再発防止対策済
②ⅱ コスト最適化含め

検討継続中

2022.11頭時点の状況

第5回 広域機関検証WG（2022年10月4日）資料４抜粋

３．スイッチング支援システム故障への対応及び情報システム室の設置
(1) 障害の発生原因の整理及び再発防止対策



 広域機関発足以降、業務に必要なシステム数は増大かつ仕様は複雑化している。
 課題解決及び人的リソースの集約・技術者の機関内最適化のため、「情報システム室」を
設置した。

 トラブル防止、セキュリティ、マニュアル等標準化などを水平展開し、質の確保と効率化によ
るコストダウンを図る。

企画部

計画部

運用部

再エネ・国際部

監査室 紛争解決
対策室

政策調整
室

総務部

業務
要件
定義

ｼｽﾃﾑ
責任

運用
保守

IT監査

企画

業務
要件
定義

ｼｽﾃﾑ
責任企画 開発

業務
要件
定義

ｼｽﾃﾑ
責任企画 開発

開発 運用
保守

総務部（拡大）
事業統括G 業務G 業務改善G 文書企画G

広報G 公式ＨＰ

会計室 EBシステム

総務G 入退室ｼｽﾃﾑ 事業所監視ｼｽﾃﾑ

人事G 人事給与ｼｽﾃﾑ 旅費精算ｼｽﾃﾑ就業ｼｽﾃﾑ

＜広域機関内 組織別 ＩＴミッションと課題例＞

データ
製品・ベンダ
などの標準化
戦略が不足

情報システム室

OAシステム維持・ヘルプデスク

SW支援システム開発・保守

容量市場システム開発・保守

再エネ業務統合システム開発・保守

会員情報管理システム開発・保守 BP標準規格

通信回線

データセンタ

ITセキュリティ

FIT納付金交付金ｼｽﾃﾑ開発・保守

セキュリティログ監視ｼｽﾃﾑ開発・保守

再エネ入札システム開発・保守

中長期
IT計画が

ない

IT予算分散

入退室ｼｽﾃﾑ 事業所監視ｼｽﾃﾑ
公式ＨＰ EBシステム

IT監査窓口 IT予算窓口

広域機関
システム
更改・開発PJ

運
営

全社
PMO

メンテナンスは残置

ＩＴ
戦略
ＳＥ

 なお、システム関連業務の移管は要員計画と同期し段階的かつ徐々に行うものとする。

30

３．スイッチング支援システム故障への対応及び情報システム室の設置
(2) 情報システム室の立ち上げの主旨
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